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はじめに

太田市は群馬県の南東部，関東平野の北西に位

置し，人口１４万９，０００人，古くは日光例幣使街道

の宿場町として栄え，近年は戦前の旧中島飛行機

を母体とする自動車・電機産業を中心として発展

し，製造品出荷額が１兆４，０００億円を超す北関東

屈指の工業都市としての地盤を確立しました。

しかし，昨今の景気の低迷による税収の伸び悩

みと公共投資の追加実施に伴う市債残高の増加傾

向は，本市財政にとっても喫緊の課題です。平成

１１年度末の市債残高は一般会計で５７０億円にのぼ

り，市債の償還に充てる市税等の一般財源総額に

占める割合である公債費負担比率は１６．１という注

意を要する段階になっています。

そして，こうした財政状況を点検する場合，従

来は市債残高を初めとする数値や各種の財政指標

を用いて他市等と比較検討してきましたが，それ

はあくまでも金銭の出入りのみをとらえた単式簿

記の考え方に基づくものでした。市債残高の多

寡，言い換えれば借入金が多いか少ないか，歳入

歳出の差額がいくらか，などはつかめても，どん

な資産がどれくらいあって，借入金以外に市民が

将来負担しなければならない負債はどうなってい

るのか，歳出決算額に表れない費用は要していな

いのか，などがわからない状態でした。

そこで本市では，こうした事態を打開し，これ

までとは異なる視点から本市の財政状態を明らか

にし議論を深めることによって，市民参加による

政策形成，まちづくりにつなげるため，企業会計

方式に準じたバランスシートを導入することにし

ました。

導入にあたっては，志を同じくする全国の１５市

区町が共同して研究（地方公会計研究会，平成１１

年１０月発足）することになり，政策シンクタンク

構想日本の公会計プロジェクトリーダーである廣
みち と

田達人先生のご指導のもとで，試行錯誤を重ねな

がら一つの“試作品”を作成することができまし

た。

諸表の構成

まず，平成１０年度末における太田市の普通会計

（地方財政統計上の会計区分であり，一般会計に

一部の特別会計を加えたもの）が抱える負債とそ

の財源となり得る資産とを比較した「財務バラン

スシート」（表―１），次に，平成９年度末を基準
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とする開始貸借対照表を含む「バランスシート」

（表―２），そして平成１０年度１年間における経常

的な運営コストと財政負担の状況を示す「行政コ

スト計算書」（表―３）と企業会計の資本に相当

する正味資産を算出する「正味資産計算書」（表

―４）によって構成され，さらに各項目の数値に

関する説明資料（本稿では省略）を添付しまし

た。

表―１

表―２
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表―３

表―４
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このうち，「行政コスト計算書」と「正味資産

計算書」は，いわゆる損益計算書に相当するもの

で，行政サービスの実質的な費用と受益者負担等

との関係を示す資料として，市町村では全国で初

めての試みとなるものです。

各表の概要

財務バランスシート

財務バランスシートは，市民の将来にわたる財

政負担額とその償還財源となる資産等を比較した

ものであり，本市の平成１０年度の場合，市債残高

や退職給与引当金等の負担額が６７８億７，８００万円に

のぼるのに対し，現金や預金，普通財産等の流動

資産および出資金や貸付金等を合わせた償還財源

は１９４億８，７００万円にとどまるため，差し引き４８３

億９，１００万円の“債務超過”になっているといえ

ます。

ただし，いうまでもなく，これは資産における

有形固定資産を除いて考えたものであって，実際

のバランスシートでは十分均衡がとれているので

すが，一般市民の目から市財政のバランスシート

を見る際の導入資料として示しました。

また，この表からは，前年度に比べて市債が１７

億８，２００万円増えている一方で，投資等が３億

１，９００万円減少していること，退職給与引当金の

伸びが低いことなどがわかります。

バランスシート

このバランスシートは，現在の太田市民が後世

に引き継ぐ財産と債務の状況を示したものであ

り，市が保有管理する資産と負債や正味資産を初

めて金額で表示した資料ですが，それぞれの項目

設定や数値のとらえ方については，次のとおりい

くつかの特徴があります。

最初に，項目の設定についてですが，資産の部

では，通常は流動資産から固定資産の順に表示す

ることになっていますが，公有財産における固定

資産，なかでも有形固定資産の占める割合の大き

さと行政サービスの源泉としての重要性を勘案し

て，固定性配列法を採用しました。そして，内訳

として�道路・橋りょう，�河川，�交通安全施

設を�土木等としてまとめ，�庁舎，�学校，�

公園，�公営住宅および�その他を�行政財産と

して，公用車や美術品・備品等を�その他とし

て，それぞれ整理しました。

さらに，（株）ぐんま産業高度化センターをはじ

めとする７社への出資金や太田市水道事業会計以

下２９団体に対する出資・出捐金の合計額である�

投資・出資，同和地区住宅新築資金等貸付金他五

つの貸付制度の�貸付金，太田市ふるさと金山整

備基金等特定の目的をもって積み立てられた�各

種基金（財政調整基金および減債基金はその使途

の弾力性を考慮し流動資産として扱うためここに

は含めない）の，各残高を２．投資等として計上し

ました。

また，３．流動資産では，まず，前述の各種基金

に含めなかった財政調整基金と減債基金に，歳入

歳出の形式的な差引残額を歳計現金として加えた

ものを�現金・預金に掲げ，年度末において収入

予定であったもののうち収入できずに翌年度以降

に繰り越すもの（市債を除く）を�未収金としま

した。そして，市が保有管理する土地建物のう

ち，具体的な行政目的に使用されていないいわゆ

る�普通財産を，その処分の容易性により流動資

産に計上しました。

負債の部では，１．市債残高をそれぞれの行政目

的別に区分して表示するとともに，流動負債とな

る翌年度償還分を内書きで示しました。２．不納引

当金という行政では見慣れない言葉で表したもの

は，毎年度不納欠損金として処理される市税，さ

らに前述の貸付金のうち返済不納なもの（いわゆ

る貸倒金）の二つの項目です。また，３．退職給与

引当金は基準日に在職する全職員が一斉に退職し

たと仮定した場合に市が支払い義務を負う退職手

当の総額です。この制度は，民間企業においても

本年３月期の決算から導入され，各社がその対応

に苦心しているようですが，給与の後払い的な性

格をもつ債務として，行政体も確かな認識を持つ

必要があります。
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正味資産の部は，資産から負債を控除した金額

を，資産を取得するために得た１．国庫支出金や２．

県等支出金，そして市税等の３．一般財源等とに分

けて表示したものです。なお，国庫支出金と県等

支出金については，補助金として助成を受けた年

度に計上した後は，対象となった建物等資産の減

価償却に合わせて行政コスト計算書へ費用として

戻し入れを行い逓減するものとしました。また，

一般財源等には，毎年度の行政コスト計算および

正味資産計算によって算出された剰余金（または

損失金）を当期増減額として計上しています。

次に，資産の把握と評価方法についてですが，

これが官庁会計にバランスシートを導入する際の

最も大きな課題の一つです。会計原則によると，

資産は取得価額で表示することになっています

が，現実にすべての公有財産について取得価額を

把握することはほとんど不可能です。決算統計と

いう全国統一で毎年実施している統計データを用

いる方法もありますが，実態に即した資産の把握

という観点からは，台帳等に記載整理された数値

を基に評価集計することが望まれます。

そこで本市では，まず，現段階では道路台帳か

ら適切な取得価額を算出することが困難であるた

め，次善の策として道路・橋りょうについては決

算統計の累計値を用いましたが，河川および交通

安全施設は，決算書の該当する項目の決算額の累

計値をもって評価額としました。庁舎・学校など

の行政財産およびその他の普通財産については，

取得価額以外のデータは公有財産台帳に整備され

ていましたので，このうち土地は近傍類似の固定

資産評価額を基に算出し，建物は全国市有物件災

害共済会が定めた再調達価額を使用しました。ま

た，公用車や美術品，１件１００万円以上の重要備

品については取得価額を記載した備品台帳が整っ

ていたため，概ね実態に近いものが整理できまし

た。

なお，土地および美術品以外の資産に関して

は，所定の耐用年数に応じた減価償却（定額法，

残存価値なし）を行い，資産額を減じるととも

に，１年間の償却額を行政コスト計算書に費用と

して計上しています。

このバランスシートからは，本市の資産が約

２，０００億円，一般会計予算の４倍程度であるこ

と，市債が増えているが，それに見合う資産も増

加していること，市税以外の不納欠損額が明らか

になりその対策が急がれること，多額な退職給与

引当金の取扱いに関する検討が必要であることな

どが読みとれます。

行政コスト計算書

行政コスト計算書は，従来の官庁決算書による

現金主義的な見方ではなく，企業会計の発生主義

的な視点に基づいて市政運営コストを算出し，使

用料等の受益者負担の状況や税負担とのバランス

を明らかにするものです。

表―３では，まず，平成１０年度本市普通会計の

歳出総額４９８億８，９００万円を各政策費目別に掲げま

した。これが現行の決算額であり，これまではこ

れを基にしてどんな目的にどれくらい費やしたか

を議論してきたわけですが，この金額はあくまで

も“現金の消費”を表しているに過ぎません。

当計算書では次に，この決算額から「資産の増

加」と「負債の減少」に該当する現金支出を除外

します。資産の増加に当たるものとしては，建設

工事費や用地取得費だけではなく，貸付金や出資

金の支出，基金の積み立て等があります。また，

負債の減少には退職手当の支出額と市債の償還元

金が該当します。これらを控除した後の歳出コス

トは３５３億８，３００万円となりました。

そして今度は歳出コストに加算および調整する

ものがあります。まず市債の償還利子です。利子

は決算上一括して公債費として支出されますが，

コスト計算上は各市債の目的とする政策費目ごと

の費用として分散計上するべきものと考えられる

からです。さらに退職給与引当金として，１年経

過することによって増加する引当金を各政策費目

別に配分するとともに，バランスシート上で処理

した減価償却額を加えます。その結果，決算書に

表示されない経費を含む“本当のコスト”ともい

えるコスト総額は４０１億６，０００万円となります。

これに対して，各種使用料や手数料のように特
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定のサービスを受ける者が負担する料金等収入お

よび経常経費に対する国県支出金や諸収入等にバ

ランスシート上の正味資産から戻し入れされる国

県支出金を加えた国庫等負担を控除します。

こうして算出された行政コスト３０４億９，０００万円

が，最終的に市税等で賄われる費用ということに

なります。

正味資産計算書

行政コストを企業経営上の営業費用とみなすと

き，これに充てる営業収益との関係がどうなって

いるかを調べるものが正味資産計算書です。

行政の営業収益としては，当該市民が負担する

さまざまな市税とこれに類する地方消費税交付金

および市外を含め広く国民が負担すると考えられ

る地方交付税や地方譲与税などが挙げられ，その

合計は税等負担３０６億６，８００万円になります。

行政コストと税等負担との差額１億７，７００万円

は，“剰余金”に相当するものとして正味資産の

一般財源当期増減額に計上することになります。

行政コスト計算書および正味資産計算書を通し

て本市の財政状態をみると，これまでは意識され

なかった減価償却費を中心とする発生コストが４７

億円を超えていること，受益者負担の割合が全体

では６％（国庫等負担を含めても２５％），比較的

収入がある公営住宅でも３４％（同４７％）となって

おり，大部分が市税等の一般財源に依存している

状況であること，平成１０年度一般会計歳入歳出差

引額１１億６，４００万円に比べると行政コストと税等

負担との差額はかなり少ないものとなっており，

会計処理の違いによる影響などがわかります。

成果と今後の課題

現状では，バランスシートを作成したことによ

って大きく変わったことというものは特にありま

せんが，当初の目的が，まずは作成して本市の財

政状態を新たな観点から見直すことであったの

で，その意味では所期の目的は達成されたといえ

ます。特に，行政コスト計算書については，“市

役所の損益計算書”として多くの関心が寄せられ

ました。

現在は特別会計で運営している下水道事業と農

業集落排水事業について，低い普及率にもかかわ

らず公営事業の原則に従って，地方公営企業法の

全面適用に向けての準備が開始されました。職員

の中に，これまでとは異なるコスト意識が広まり

つつあり，行政運営に企業経営センスが必要とさ

れるなかで，一つの成果といえるかもしれませ

ん。

また，今後の課題としては，平成１１年度版バラ

ンスシートの更新および普通会計外六つの特別会

計と水道事業会計との連結バランスシートの作

成，さらに特定の事業や施設を対象とするセグメ

ントバランスシートの作成などに取り組む予定で

す。

おわりに

今回のバランスシートは「試案」として作成し

たため，より正確な資産の把握と評価方法の検討

や一般的な予算決算と比較しやすい一般会計ベー

スでの行政コスト計算書の作成，その他まだまだ

多くの改良すべきところが見受けられますので，

今後とも，前述の研究会における議論および自治

省や他市の動向等を踏まえながら，逐次充実した

内容にしていきたいと考えております。

また，本市のバランスシートおよび付属資料一

式は，本市のホームページ上で公開しております

ので，ぜひこの機会にご覧いただきご意見等をお

寄せいただければ幸いです。

＊HPアドレス＝http : //www.city.ota.gunma.jp/

内の「トピックス」をクリックして下さい。
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